別紙１様式第１号

令和７年度経営力向上支援事業企業経営発展チーム型支援申込書（表紙）

令和７年　月　日　

広島県知事　様

住所　
組織名　
代表者名　

このことについて、令和７年度経営力向上支援事業企業経営発展チーム型支援対象経営体募集要領の２により、本支援を申し込みます。

（注意）
　様式第２号、様式第３号および以下の書類を添付すること。
　（添付したものにチェック）
　☐前期の決算書または青色申告書の写し
　☐就業規則の写し
　☐経営理念が記載された資料
　☐中期経営計画書の写し



別紙１様式第２号
令和７年度経営力向上支援事業企業経営発展チーム型支援申込書
	フリガナ
	
	フリガナ
	

	氏名
	
	法人名・屋号
	

	住所
	〒

	電話番号
	
	携帯番号
	

	メールアドレス
	　　　　　　　　　　　　　　＠

	主な栽培品目（面積）
	品目１：
品目２：
品目３：

	現在の経営状況
（　　　　年度）
	前期売上（円）

	

※前期の決算書又は青色申告書の写しを添付すること

	
	構成員、従業員数（人）
	（構成員）　　　　人
（常時従事者）　　人
（パート）　　　　人
※常時従事者の定義：
（就業規則を作成している場合）雇用期間に定めがなく、就業規則に定められた時間を勤務する者。
（就業規則を作成していない場合）雇用期間に定めがなく、年間の労働日数180日以上で１日の平均労働時間が６時間以上の者。

	経営面での取り組み、地域での位置付け
	就業規則について
（当てはまる方に☑）
	☐作成している
　※就業規則の写しを添付すること
☐作成していない

	
	GAP（JGAP、AGAP、GGAP）の取得状況について
（当てはまる方に☑）
	☐取得している
（団体認証の場合は団体名を記載：　　　　　　　　　　）
☐取得していない

	
	ひろしま農業経営者学校又は農業経営・就農サポート推進事業の活用について（当てはまる方に☑）
	☐令和３年度以降に活用している

☐令和３年度以降活用していない

	今後の発展イメージ
	経営理念
（当てはまる方に☑）
	☐策定している
（経営理念：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※経営理念が記載された資料を添付することも可
☐策定していない

	
	中期経営計画書
（令和11年度までの売上目標を含む経営計画書。様式は問わない。）
（当てはまる方に☑）
	☐作成している
※中期経営計画書の写しを添付すること
☐作成していない

	
	５年後（令和11年度）の目標売上額（円）
	
※中期経営計画書との整合性を図ること

	
	売上の増加のために今後取り組むこと
	

	本支援への志望理由
	






[bookmark: _Hlk191043127]別紙１様式第３号
令和７年度経営力向上支援事業企業経営発展チーム型支援に係る情報の取扱い以下の個人情報の取扱いについてよくお読みになり、その内容に同意する場合は「個人情報の取扱いの確認」欄に署名願います。	




	[bookmark: _Hlk191043388]１　基本的な考え方　
令和７年度経営力向上支援事業企業経営発展チーム型支援（以下「支援事業」）の実施にあたり対象経営体の支援に必要な経営計画管理手法や人事制度の導入・運用の取組状況、その他経営課題を把握するために必要な範囲で、支援事業を利用される皆様の情報を取得します。
なお、支援事業において取得した情報は、本利用目的の範囲内で適切に取扱います。

２　取得する情報
	①　対象経営体の基本情報（経営体連絡先、所在地、財務状況、経営規模、機械・施設状況、生産状況、雇用・労働力、販売方法等）。
②　支援事業申込書（別紙１様式第１号及び別紙１様式第２号）及び添付資料（前期の決算書または青色申告書、就業規則、経営理念が記載された資料、中期経営計画書）
③　支援の過程で得られた情報
④　本支援委託事業者（経営コンサルタント等）からの助言等の内容



３　共有の範囲
　 　広島県、市町、本支援の委託事業者
本支援を効率的に実施するため、経営体の所在のある市町に選定結果（選定された経営体名のみ）を情報提供します。また、必要と認められる場合において、関係市町に対して情報提供又は確認する場合があります。
その他の組織等に対して、本支援（本支援申込時に取得した情報を含む）で取得した情報を共有する必要がある場合は、対象経営体に情報共有の同意を得た後に行います。

　 ４　利用目的
(1)　広島県
広島県は、当事業で得た個人情報を以下の目的で利用します。
ア　本支援の対象経営体を選定するための根拠及び選定結果を申込経営体に通知するため
イ　経営分析を行い、支援方針及び支援内容等を決定するため
ウ　本支援内容に係る助言や、支援に係る資料を作成するため
エ　支援実施に向けた準備事項（日程、支援内容、資料、オンライン会議の招待等）を調整するため
オ　支援内容を議事録や支援活動記録、静止画・動画データ等として記録し、必要に応じて３の共有範囲と情報共有するため
カ　関係機関（広島県及び本支援委託事業者）が、効率的かつ有効に支援が実施されるように支援方針や支援内容等について協議を行うため
　キ　今後の施策立案の参考とするため
   ク　広島県や関係機関等が実施する支援事業等を紹介するため
　 ケ　実績情報として支援概要を個人又は法人が特定されないように処理した上で公表するため
(2)　本支援委託事業者（経営コンサルタント等）
　　本支援委託事業者は、当支援で得た個人情報を（1）のイ～エ及びカの目的で利用します。

５．データの管理
(1)  本支援で取得した個人情報等は、前記４の利用目的を達成する範囲で利用します。
(2)  本支援委託事業者が本支援で取得した個人情報等は、適正に取扱われるように管理・監督します。

６．同意の取消
　　　当同意書（令和７年度経営力向上支援事業企業経営発展チーム型支援における個人情報等の取扱いについて）の同意を取り消したいときは、下記問合せ先にご連絡ください。なお、本支援を実施するためには、当同意書の同意が必須のため、本支援期間（支援対象決定～令和８年３月末）においては、同意の取消を希望する場合は、事前に下記問合せ先にご相談ください。






	[bookmark: _Hlk191044103]情報の取扱いの確認

	「令和７年度経営力向上支援事業企業経営発展チーム型支援に係る情報の取扱い」に記載された内容に同意します。
令和　　年　　　月　　　日　

（個人・法人・組織名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

















【問合せ先】
広島県　農林水産局　農業経営課
住所　〒730-8511　広島市中区基町10-52
電話　082-513-3594　ファクシミリ（082）223-3566
E-MAIL　 noukei@pref.hiroshima.lg.jp

